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「光の道」推進のための「３つの政策」パッケージ

「光の道」
２０１５年頃を目途にすべての世帯で超高速ブロードバンドサービスを利用

【第１の柱】

規制改革による「光の道」
整備推進

【第２の柱】
公的支援策の再構築に

よる「光の道」整備推進

【第３の柱】
ＮＴＴの在り方見直しに

よる「光の道」整備推進

ＩＣＴ利活用推進一括化法案により措置

新たな公的支援策の方向性
１．超高速ブロードバンド未整備地域の解消
■利用１００％の前提として、未整備地域の解消が必要。

■米国の国家ブロードバンド計画、豪州のＮＢＮ構想に
おいても公的支援を実施。

２．民間事業者の投資インセンティブ

■すべて国費投入により整備するのではなく、民間投資
のインセンティブとなるような支援策が必要。

３．官と民のパートナーシップ
■公設民営方式（ＩＲＵ）等を活用。

４．利活用と一体
■公共アプリケーションによる利活用を前提。
■公共施設も活用。

５．光と無線のハイブリッド方式も活用

■光だけでなく、投資効率も踏まえ、無線システムとの
ハイブリッド方式も活用。

利活用による医療・教育・行政等の飛躍的向上、地域の活性化（新たな情報通信技術戦略、
新成長戦略）

（注）インフラ整備だけでなく、「地域ＩＣＴ利活用広域連携事
業」等によるＩＣＴの徹底利活用の推進を併せて実施。
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平成22年10月に実施した、地方自治体の意向調査に係る結果について

「光の道」整備推進事業

・ 超高速ブロードバンド未整備地域であって、当該地域に過疎、辺地、山村、離島等の条件不利地域を含むものに
ついて整備する事業が対象。

・ これにより整備されるインフラの利用を促進するため、医療、教育等の公共アプリケーションの導入を前提とする。

②認定

③公共アプリケーションの導入のための
超高速ブロードバンド基盤整備について、
事業費の３分の１を交付

国民
利用者

①事業計画の
認定を申請（＊）

④超高速ブロードバンド
インフラの貸与

⑤公共アプリ
ケーションの提供

⑤超高速ブロード
バンドアクセス
サービスの提供

地方公共
団体等

総務大臣

電気通信事業者局舎
公共施設

（学校、医療機関等）

一般世帯

超高速ブロードバンド
（光ファイバ） （無線も活用）

民間
事業者

仕組み
イメージ

（＊）電気通信基盤充実臨時措置法の認定スキームに基づき認定を受ける

利用できない世帯 ６％（約３２０万世帯）

超高速ブロードバンド 利用可能率（インフラ整備）

超高速ブロードバンドが利用可能な世帯 ９４％
【２０１１年３月末時点（推定）】

自治体等による利活用と一体的なインフラ整備を支援

2015年頃を目途に、すべての世帯で超高速ブロードバンドサービスを利用する「光の道」構想の実現を加速させるため、教育・

医療等の分野における公共アプリケーションの導入を前提とした超高速ブロードバンド基盤整備を実施する地方公共団体等に対
し、事業費の一部（３分の１）を支援する。 （23年度予定額：24億円）

概要

意向調査とりまとめ

・提出があった自治体数：３８６自治体
※広域連合等を含む。
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「光の道」推進税制（公共アプリケーション利活用促進税制）

１ 措置内容

①法人税：取得価額の１５％の特別償却

②固定資産税：取得後３年度分の固定資産税の課税標準を３／４に圧縮

２ 対象者

電気通信事業を営む者（資本金１億円以下、電気通信基盤充実臨時措置法に基づく認定を受けた者に限る。）

３ 対象設備

公益的施設に教育・医療の公共アプリケーション（システム）を導入するために必要となる加入者系光ファイバケーブル、

ファイアウォール、ルーター又はスイッチ、サーバ、ソフトウェア（法人税のみ。サーバと一体的に導入されるもの。）

４ 対象地域

①過疎、②半島、③離島、④奄美、⑤小笠原、⑥沖縄

「光の道」（超高速ブロードバンド）の利活用を促進するとともに、その利活用の地域格差の解消に資するた

め、条件不利地域において超高速ブロードバンドを活用した公共アプリケーション（システム）を病院、学校等の
公益的施設に導入するために必要となる設備を取得した事業者に対し、法人税及び固定資産税の特例措置を
適用する。

概要

イメージ
病院・診療所

学校・教育機関

映像/教材配信
サーバ

アプリケーション
提供事業者

超高速
ブロードバンド

共同
授業 教材

共有

画像
サーバ

対象範囲
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・租税特別措置法に基づく特別償却（法人税）
・地方税法に基づく課税標準の特例措置（固定
資産税）

１．電気通信基盤充実臨時措置法（平成３年法律第２７号、「基盤法」）の目的
この法律は、高度通信施設、信頼性向上施設及び高度有線テレビジョン放送施設の整備を促進する措置を講ずることにより、電気通信による情

報の流通の円滑化のための基盤の充実を図り、もって高度情報通信ネットワーク社会の形成に寄与することを目的とする（第１条）。

①高度通信施設
（第２条第１項）

・移動する事物の瞬間的影像をデジタル信
号により伝送する役務を提供することを可
能とする電気通信設備（光ファイバケーブ
ル等）

・移動する事物の瞬間的影像をデジタル信
号により送信する役務を提供することを可
能とする電気通信設備（学校、病院等の
施設において行われる教育又は医療に関
する業務に使用されるコンテンツサーバ
等）

・通信網制御装置、VoIPサーバ等

②信頼性向上施設
（第２条第３項）

電気通信業又は有線テレビジョン放送業
の用に供する施設であって、電気通信シス
テム（電気通信設備の集合体であって電
気通信の業務を一体的に行うよう構成さ
れたものをいう。）の信頼性を著しく高める
ためのもの（管路施設、非常用電源装置
等）

③高度有線テレビジョン放送施設
（第２条第５項）

有線テレビジョン放送を光伝送の方式を用
いてデジタル信号により送信することを可能
とする有線テレビジョン放送法第２条第２項
に規定する有線テレビジョン放送施設であっ
て、有線テレビジョン放送の利便性を著しく
高めるためのもの（伝送装置、デジタル放送
番組送出装置等）

上記を整備する事業を実施する者 ： 「実施計画」の認定申請（第４条第1項）

２．基盤法のスキーム

ＮＩＣＴによる債務保証(第６条第１号) ＮＩＣＴによる利子助成(第６条第２号)

各 支 援 措 置 の 手 続 へ

３．廃止期限

平成２３年５月３１日 平成２８年５月３１日に延長

廃止

電気通信業の用に供する施設であって、電気
通信の利便性を飛躍的に高めるための電気通
信設備

追加

電気通信基盤充実臨時措置法の一部を改正する法律案の概要

総務大臣 ： 基本指針等に基づく審査・実施計画の認定（第４条第３項）
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Ⅱ． ２． 地域の絆の再生
○ 2015年頃を目途にすべての世帯でブロードバンドサービスの利用を実現する「光の道」を完成させることにより、暮らしに

密着した医療・教育・行政等の飛躍的な向上や地域の活性化を実現する。

＜新たな情報通信技術戦略 工程表（平成２２年６月２２日）＞
２．(4) ⅰ） 地域の活性化

○ 「光の道」構想の推進
総務省：2010 年内に具体策を確定し、2011 年度に向けて所要の法案等を提出

新たな情報通信技術戦略（平成２２年５月１１日 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部） 抄

第３章 ７つの戦略分野の基本方針と目標とする成果
成長を支えるプラットフォーム
（５） 科学・技術・情報通信立国戦略

～ＩＴ立国・日本～
（情報通信技術は新たなイノベーションを生む基盤）

情報通信技術は、距離や時間を超越して、ヒト、モノ、カネ、情報を結びつける。未来の成長に向け、「コンクリートの道」か
ら「光の道」へと発想を転換し、情報通信技術が国民生活や経済活動の全般に組み込まれることにより、経済社会システム
が抜本的に効率化し、新たなイノベーションを生み出す基盤となる。

《21世紀日本の復活に向けた21の国家戦略プロジェクト》
成長を支えるプラット・フォーム
Ⅴ 科学・技術・情報通信立国における国家戦略プロジェクト
16． 情報通信技術の利活用の促進

（前略）。また、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT 戦略本部）を中心に、情報通信技術の利活用を阻害する
制度・規制等の徹底的な洗い出し等を実施する。あわせて、「光の道」構想（2015 年頃を目途にすべての世帯でブロードバン
ドサービスを利用）の実現を目標とし、速やかに必要な具体的措置を確定した上で、所要の法案等を提出する。

新成長戦略（平成２２年６月１８日 閣議決定） 抄

【参考】「光の道」構想に係る閣議決定等 ５




